
Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】
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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

当社では、経営環境の激しい変化に対応すべく、経営の効率化・意思決定の迅速化や経営の透明性の確保が必要不可欠であると考えており
ます。そのため、コーポレート・ガバナンスの充実を経営上の重要課題の一つとして位置付け、企業の健全性を確保し、企業価値の増大を図り、
企業の社会的責任を果たす事業活動の展開に努めております。

【補充原則1-2-4 決議権の電子行使のための環境作り、招集通知の英訳】
当社の株主構成は海外投資家比率が低いことから、現在は海外投資家を対象に英文招集通知及び英文開示を当社ホームページ等で行ってお
りません。しかしながら、今後において海外投資家比率が1/3以上になった段階で費用対効果等を勘案して、議決権電子行使を可能とするための
環境整備、並びに株主総会招集通知及び英文開示を当社ホームページで運用できるよう検討を進めてまいります。

【補充原則3-1-2 英語での情報開示・提供】
当社では、ホームページの一部に英語版を開設し、海外投資家へ情報を提供しております。今後は、海外投資家比率が1/3以上になった段階で
費用対効果等を勘案し、株主総会招集通知等を英語版で運用できるように進めてまいります。

【補充原則4-2-1 中長期業績と連動する報酬の割合、現金報酬と自社株報酬の割合の適切な設定】
当社の取締役の報酬については、月額報酬と賞与により構成されており、過去の支給実績や会社業績、配当、従業員の給与水準、他社動向な
どを総合的に勘案して決定することを基本方針としております。また、当社は取締役会からの独立性・客観性を高めるため、取締役の報酬に関す
る取締役会の諮問機関として、社外役員を中心に構成する社外役員会を設置しており、取締役の報酬にあたっては、同委員会の意見を尊重した
上で、これを決定することとしております。今後は業績連動型の報酬体系の運用についても検討してまいります。

【補充原則4-10-1 任意の諮問委員会の設置による指名・報酬などに関する独立社外取締役の関与・助言】
当社は、取締役会からの独立性・客観性を高めるため、経営陣幹部の選任、取締役・監査役候補の選任・指名及び取締役の報酬に関する取締
役会の諮問機関として、社外役員を中心に構成する社外役員会を設置いたしました。次年度から運用してまいります。

【原則1-4 政策保有株式】
当社は、政策保有株式については、相手企業との関係・提携強化を図る目的で保有します。主要な政策保有株式については、担当取締役による
中長期的な経済合理性(採算性・収益性、保有の意義等)の検証を適宜行い、毎年、取締役会にて報告を行います。同株式の新規取得、買い増
し、売却等の意思決定は、当社の成長に必要かどうか等の観点で取締役会の決議としております。
また、政策保有株式の議決権行使については、該当企業のガバナンス体制、価値向上に繋がる意思決定かどうかという観点、また、当社の企業
価値の向上を期待できるかどうかなどを個別に精査したうえで、議案への賛否を判断しております。

【原則1-7 関連当事者間の取引に係る適切な手続き、枠組みの開示】
当社は、利益相反取引及び競業取引については、取締役会承認事項としており、取締役は、当社及び株主の利益に反して、自身または第三者
の利益を追求してはならないことを基本としております。また、当社は、前記の意思がない場合でも、取締役は、会社法及び当社の取締役会規程
に基づき、取締役会の承認を得なければ、当社グループとの関係における利益相反取引及び競業取引を行うことを禁止しております。
取引条件及び取引条件の決定方針等については、有価証券報告書等で開示しております。

【原則3-1 情報開示の充実】
（１）当社は企業ビジョンを制定し公表しております。詳細は、当社ホームページに掲載しておりますので、ご参照ください。
（２）当社では、経営環境の激しい変化に対応すべく、経営の効率化・意思決定の迅速化や経営の透明性の確保が必要不可欠であると考えてお
ります。そのため、コーポレートガバナンスの充実を経営上の重要課題の一つとして位置付け、企業の健全性を確保し、企業価値の増大を図り、
企業の社会的責任を果たす事業活動の展開に努めております。
（３）当社の取締役の報酬は、月額報酬と賞与により構成されており、過去の支給実績や会社業績、配当、従業員の給与水準、他社動向などを総
合的に勘案して決定することを基本方針としております。
また、当社は、取締役会からの独立性・客観性を高めるため、取締役の報酬に関する取締役会の諮問機関として、社外役員を中心に構成する社
外役員会を設置して、取締役の報酬にあたっては社外役員会の意見を尊重した上で取締役会にて決定することとしております。
（４）当社の取締役会メンバーには、当社の事業や課題に精通していること、経営を監督し、持続的な企業価値を創造する能力を有していること、
また取締役会の審議に必要な知識、経験及び実績を有していることなど多様な能力要件が求められ、総合的なバランスが重要であると考えてお
ります。このような観点から一定数を経営陣幹部その他の業務執行取締役候補者として指名するほか、多様な知見やキャリアを持つ有識者を、
社外取締役・社外監査役候補者として指名することを基本方針としております。
当社は、取締役会における実質的な協議・検討の機会を確保するとともに、意思決定の迅速性を重視する観点から、取締役の員数を２０名以
内、監査役の員数を５名以内とし、現状、９名の取締役と３名の監査役を選任しております。また、当社は、取締役会からの独立性・客観性を高め
るため、取締役会の諮問機関として、社外役員を中心に構成する社外役員会を設置して、経営陣幹部の選任及び取締役・監査役候補の選任及
び指名にあたっては社外役員会の意見を尊重した上で取締役会にて決定することとしております。
監査役候補の指名にあたっては、社外役員会の意見を踏まえ、現任の監査役全員に対してその内容を説明し、監査役会の同意を得ることとして



２．資本構成

おります。
（５）当社の取締役・監査役候補者の選任理由は、株主総会への選任議案を上程した際の「株主総会招集ご通知」の参考書類に記載しておりま
す。

【補充原則4-1-1 経営陣に対する委任の範囲】
当社の取締役会は、株主からの委託を受けて、株主の利益を図るために長期的に企業価値を最大化させることと、コーポレートガバナンスの構
築を通じて企業理念の実現を目指しております。
取締役会は、法令、定款及び「取締役会規程」にて定められた重要事項を意思決定し、経営全般に対する監督機能を発揮して経営の公正性・透
明性を確保しております。
取締役会は、業務執行の柔軟性を高めるために、法令、定款、及び「取締役会規程」に定められた以外の業務執行の意思決定を経営陣に委任し
ております。

【原則4-8 独立社外取締役の有効な活用】
当社では、当社独自の「社外役員独立性基準」の要件を満たす独立社外取締役を２名以上選任しております。独立社外取締役は、取締役会にお
ける独立した客観的・中立的立場から、それぞれの専門知識および幅広く高度な経営に対する経験・見識等を活かした社外的観点からの助言・
提言等を実施しており、取締役会の意思決定および業務執行の妥当性・適正性を確保する機能・役割を担っております。

【原則4-9 独立社外取締役の独立性判断基準及び資質】
当社は、社外取締役の独立性を客観的に判断するために、株式会社東京証券取引所が定める独立役員の独立性に関する判断基準を参考に、
当社独自の「社外役員独立性基準」を定めております。社外役員候補の選任にあたっては、コーポレートガバナンスの観点から同基準を用いて
社外役員候補が高い独立性を有しているかどうかを判断しております。また社外役員候補は、独立性の高さだけでなく、それぞれの人格および
識見等も十分に考慮して選定することにしております。
なお、当社が定める「社外役員独立性基準」の詳細は下記の通りです。

【当社社外役員独立性基準】
当社の社外役員が、次のいずれかの項目に該当する場合、独立性に欠けるものと判断します。
1.当社及び当社の関係会社（以下、併せて 当社グル‐プ という）の業務執行者（注１）
2.当社グループを主要な取引先とする者又はその業務執行者

※直近３事業年度における年間平均売上２％以上の額の支払を当社から受けた者
3.当社グル‐プの主要な取引先とする者又はその業務執行者

※直近３事業年度における年間平均売上２％以上の額の支払を当社に行なっている者
4.当社の大株主（総議決権の１０％以上の議決権を直接又は間接的に保有している者）又はその業務執行者
5.当社グループが総議決権の１０％以上の議決権を直接又は間接的に保有している者又はその業務執行者
6.当社グループの会計監査人である監査法人に所属する者
7.当社グループから役員報酬以外に直近３事業年度における年間平均１，０００万円以上の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専
門家又は法律専門家
8.1.から7.までの重要な者（注２）の配偶者または２親等以内の親族、同居の親族である者

注１）「業務執行者」とは、会社法施行規則第２条第３項第６号に規定する業務執行者をいい、業務執行取締役のみでなく、使用人を含む。監査
役は含まれない。

注２）「重要な者」とは、各会社・取引先の取締役（社外取締役を除く）・執行役員・部長、監査法人に所属する公認会計士、法律事務所に所属す
る弁護士等をいう。

【補充原則 4-11-1 取締役会全体のバランス、取締役選任の方針】
上記「原則 3‐1 （4）に基づく開示」をご参照ください。

【補充原則 4-11-2 社外取締役・社外監査役の兼任状況の毎年開示】
当社の社外取締役を含む取締役及び社外監査役を含む監査役の他社での兼務状況は、株主総会招集通知、有価証券報告書等を通じ毎年開
示を行っております。

【補充原則 4-11-3 取締役会全体の実効性についての分析、評価】
当社は取締役会の実効性について、全ての取締役・監査役にアンケートを実施し、回答の集計結果に基づき社外役員会で取締役会の現状認
識・問題点・改善点の議論を行い、その結果を取締役会で報告し議論を行いました。アンケート結果及び社外役員会の議論などから、当社の取
締役会は十分に機能していると評価しております。事前の資料配布や資料内容の工夫が行われ、社外取締役の経験・見識を活かした提言等で、
以前より深い議論が行われております。一方で、より高い実効性の確保に向けて取締役会における議論や資料の内容等のさらなる改善、重要案
件の審議時間確保に向けた運営の改善など更に改善すべき項目もあると認識しております。

【補充原則 4-14-2 トレ‐ニング方針の開示】
当社は、株主から求められる役割と法的責任を含む責務を果たすため、法令、コンプライアンス、コーポレートガバナンス並びに財務知識、その
他の事項に関して、取締役、監査役の全員を対象とした研修会を年1回、実施するプログラムを設けております。さらに、当社は、各取締役・監査
役による自己研鑽を奨励し、個々の取締役・監査役に適合したトレ‐ニングの機会の提供・斡旋を行うとともに、その必要費用について広く支援を
行うこととしております。

【原則 5-1 株主との建設的な対話に関する方針】
当社グル‐プは、株主、投資家の皆様とのオ‐プンで建設的かつ効果的なコミュニケ‐ションを重視し、
・株主総会を株主の皆様との重要な対話の場と位置付け、当社事業に関する十分な情報開示を行っております。
・株主からの対話の申込に対し、合理的な範囲で取締役など経営陣が臨むことを基本としております。
・担当役員は、経営管理本部長とし、担当部署は、総務課としております。
・建設的な対話の実現のため、社内部門と協力して対応し、情報開示に努め、ホームページの充実を図っております。
・対話では、自社の考えを株主に伝え、株主から頂いた意見、要望について経営陣幹部にフィ‐ドバックを適時適切に行い、課題認識を共有して
おります。
・インサイダ‐情報が外部へ漏洩することを防止するため、「内部情報管理規程」に基づき、情報管理を徹底しております。



【大株主の状況】

補足説明

３．企業属性

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

外国人株式保有比率 10%以上20%未満

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

北川鉄工所みのり会 4,966,040 5.14

株式会社広島銀行 4,460,000 4.62

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 3,259,000 3.37

みずほ信託銀行株式会社 2,300,000 2.38

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 2,129,000 2.20

朝日生命保険相互会社 1,713,000 1.77

CBNY DFA INTL SMALL CAP VALUE PORTFOLIO
（常任代理人 シティバンク銀行株式会社）

1,677,000 1.73

北川鉄工所自社株投資会 1,634,234 1.69

損害保険ジャパン日本興亜株式会社 1,620,000 1.67

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口９） 1,559,000 1.61

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

―――

上場取引所及び市場区分 東京 第一部

決算期 3 月

業種 機械

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満

―――

―――



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

【取締役関係】

会社との関係(1)

会社との関係(2)

組織形態 監査役設置会社

定款上の取締役の員数 20 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 9 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 2 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

沼田 治 他の会社の出身者

藤井 一裕 他の会社の出身者

※ 会社との関係についての選択項目
※ 本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」
※ 近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

沼田 治 ○ ―――

日鉄住金物産株式会社にて、長年にわたって
経営に携わられ豊富な経験と知識を有してお
り、取締役の職務執行に対する監督機能の強
化および経営の透明性をさらに向上させるとと
もに、コーポレート・ガバナンス体制の充実を
図るため選任いたしました。また一般株主と利
益相反が生じる立場になく、独立した立場か
ら、取締役の職務執行の監督機能向上に寄与
いただきます。

藤井 一裕 ○ ―――

広島トヨタ自動車株式会社、トヨタＬ＆Ｆ広島株
式会社にて、長年にわたって経営に携わられ
豊富な経験と知識を有しており、取締役の職
務執行に対する監督機能の強化および経営の
透明性をさらに向上させるとともに、コーポレー



任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

補足説明

【監査役関係】

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

会社との関係(1)

ト・ガバナンス体制の充実を図るため選任いた
しました。また、現在及び過去において、一般
株主と利益相反が生じる立場になく、独立した
立場から取締役の職務執行の監督機能向上
に寄与いただきます。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無 あり

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員

（名）
社内取締役

（名）
社外取締役

（名）
社外有識者

（名）
その他（名） 委員長（議長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

社外役員会 5 0 2 2 0 1 なし

報酬委員会に相当
する任意の委員会

社外役員会 5 0 2 2 0 1 なし

当社は、取締役会からの独立性・客観性を高めるため、経営陣幹部の選任、取締役・監査役候補の選任・指名及び取締役の報酬に関する取締
役会の諮問機関として、社外役員を中心に構成する社外役員会を設置いたしました。次年度から運用してまいります。

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 5 名

監査役の人数 3 名

監査役と会計監査人の連携状況
監査役は、会計監査人と定期的に会合を開き、積極的に意見及び情報の交換を行うほか、必要に応じて会計監査人の往査に立会う等、緊密な
連携を保っております。
監査役と内部監査部門の連携状況
監査役は、内部監査部門と適宜意見及び情報の交換を行うほか、内部監査結果の報告を求める等、緊密な連携を保っております。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 3 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

1 名

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

河村 光二 他の会社の出身者

武田 康裕 他の会社の出身者

内田 雅敏 他の会社の出身者 ○

※ 会社との関係についての選択項目
※ 本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」
※ 近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役



会社との関係(2)

【独立役員関係】

その他独立役員に関する事項

【インセンティブ関係】

該当項目に関する補足説明

該当項目に関する補足説明

【取締役報酬関係】

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

河村 光二 ○ 特になし
金融機関で培われた豊富な経験及び幅広い
識見を活かし、当社の経営を適切に監査して
いただくため。

武田 康裕
株式会社マネジメントサーブ代表取締役
社長
一般社団法人脳力開発機構代表理事

企業経営者としての豊富な知識と経験に基づ
き、業務執行や意思決定の適正性を確保する
立場から、社外監査役として適正かつ有益な
監査が期待できるため。
同氏は、現在及び過去において、一般株主と
利益相反が生じる立場にはなく、独立した立場
から、取締役の職務執行の監督機能向上に寄
与いただいております。

内田 雅敏 北川精機株式会社代表取締役社長

企業経営者としての豊富な知識と経験に基づ
き、業務執行や意思決定の適正性を確保する
立場から、社外監査役として適正かつ有益な
監査が期待できるため。

独立役員の人数 3 名

社外取締役として、沼田治氏、藤井一裕氏の２名を選任しておりますが、両名とも東京証券取引所の定める独立役員の要件を満たしており、両名
を独立役員として届出ております。
社外監査役のうち、東京証券取引所の定める独立役員の要件を、河村光二氏、武田康裕氏、内田雅敏氏の３名が満たしております。当社では１
名を届出ることとし、常勤監査役の河村光二氏を独立役員として届出ております。
併せて３名を独立役員として届出ております。

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

実施していない

年度で取締役の評価により等級昇格制度を設けております。また、業績に応じて役員賞与を支給しております。

ストックオプションの付与対象者

―――

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない



該当項目に関する補足説明

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

有価証券報告書、事業報告に取締役の年額報酬総額として開示しております。

報酬の額又はその算定方法の決定方
針の有無

あり

株主総会の決議により、取締役全員の報酬総額の最高限度額を決定しております。
各取締役の報酬額は、取締役会の授権を受けた代表取締役が当社の定める一定の基準に基づき決定しております。

取締役会に関して、出席の有無に関わらず、事務局である総務部より開催の案内、資料および議事録を電子メールまたは紙資料にて送付して
おります。また、議案内容等については社外取締役、社外監査役の求めに応じて、担当役員または担当部門が説明を実施しております。

１．業務執行、監査・監督について
取締役会は、取締役９名（うち社外取締役２名）によって構成され、原則として毎月１回開催し、重要な業務執行の決定を行うとともに、取締役の
職務執行を監督しております。毎月の取締役会の開催の他、取締役・監査役・執行役員が出席する年２回の経営会議を開催しております。社外
取締役２名は東京証券取引所の定める独立要件を満たしており、２名とも東京証券取引所の定める独立役員として届出ております。さらに取締
役の意思決定・監督機能の強化および業務執行の効率化を図るため、執行役員制度を採用しております。取締役の業務執行については、監査
役会の定めにより監査の調査対象としております。
監査役監査は、取締役会およびその他の重要な会議への出席、重要書類の閲覧、本支店・工場への往査、内部監査室および会計監査人との連
携等の活動を行っております。
内部監査は、社長直下組織である内部監査室（人員６名）を配置し、社内各部門の業務活動が、法令・諸規定に準拠し、適正に運営されているか
の観点から活動しております。
会計監査は、会計監査人の有限責任あずさ監査法人が行っております。

２．指名、報酬決定について
取締役候補者の選定や報酬の決定に関しては、特別な委員会などは設置せず、会社運営上の重要事項として、取締役会で決定しております。

３．監査役の機能強化に向けた取組状況
監査役会は３名で構成されており、全員が社外監査役であります。社外監査役は、必要に応じて取締役及び会計監査人と意見交換を行い、業務
執行の適正化に努めております。
社外監査役３名は、当社及び当社代表取締役と特別な利害関係を有していない独立性の高い監査役であり、１名を東京証券取引所の定める独
立役員として届出ております。

当社は、社外取締役及び社外監査役を選任し、意思決定の公正化や、取締役会へのチェック機能を強化し、経営を監視する体制を充実させてい
くことが重要であると考えております。現在のところ取締役９名のうち社外取締役が２名、監査役３名全員が社外監査役であり、当社経営を監視す
る体制は、十分機能していると考えております。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

２．ＩＲに関する活動状況

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送 ３週間前に東京証券取引所と当社ホームページに開示

その他 ホームページに招集通知を掲載。

補足説明
代表者自身
による説明

の有無

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

定期的な説明会は実施しておらず、要請があった場合にＩＲ部門にて個別対
応している。

なし

IR資料のホームページ掲載
ホームページに決算情報、その他の適時開示資料、招集通知、決議通知、株
主通信を掲載している。

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの
立場の尊重について規定

キタガワ企業憲章及びキタガワ自主行動基準などにより、会社や社員の基本的な姿勢を明確
化している。

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

キタガワ企業憲章及びキタガワ自主行動基準などにより、会社や社員の基本的な姿勢を明確
化している。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

１．取締役及び従業員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
（１）当社は、取締役及び従業員の行動規範としてキタガワ企業行動憲章及びキタガワ自主行動基準を定め、これを遵守する。
（２）取締役会の運営については取締役会規程に定められており、月１回の定例取締役会の開催と、必要に応じた臨時取締役会の開催によって、
相互の意思疎通を図ると共に、相互の業務執行を監督し、必要に応じ外部の専門家を起用して法令定款違反行為を未然に防止する。また、当
社は監査役会設置会社であり、取締役の職務執行については監査役会の定める監査の方針及び分担に従い、監査役の監査対象になっている。
（３）取締役会は、内部統制システムの基本的事項および重要事項を決定し、その構築、維持、向上を推進すると共に、その下部組織としてコンプ
ライアンス委員会を設置して、コンプライアンスに関する個別の課題について協議、決定を行うとともにコンプライアンスプログラムの策定及び進
捗状況の管理を行う。
（４）取締役は当社における重大な法令違反、その他コンプライアンスに関する重要な事実を発見した場合は直ちに監査役に報告すると共に、遅
滞なく取締役会にて報告するものとする。なお業務の適正を確保するための組織規程及び事務関係手続規程の各種制度は取締役の行為にも向
けられており、その整備、確立も取締役の法令違反行為の抑制、防止に寄与するものである。
（５）当社は相談通報体制を設け、取締役、従業員が社内外においてコンプライアンス違反行為が行われたり、行われようとしていることを知った
ときには、総務部長、常勤監査役または顧問弁護士に通報しなければならないこととする。会社は通報者に対して不利益な扱いを行わない。
（６）監査役は当社の法令遵守体制及び相談通報体制の運用に問題があると認めるときは、意見を述べると共に、改善策の策定を求めることが
できる。

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
取締役の職務執行にかかる情報については、法令及び社内規程に基づきその保存媒体に応じて適切かつ確実に保存を行う。また情報の管理に
ついては内部情報管理規程を定めて対応し、個人情報については個人情報保護規程に基づき厳格に管理を行う。

３．損失の危険に関する規定その他の体制
当社を取り巻くリスクとして、経営環境動向、法律対応、製品品質、販売及び調達価格、海外取引、天災事変等、さまざまな事業上のリスクが想
定される。
全取締役及び全執行役員を委員とするリスク管理委員会を組織し、全社のリスク管理にあたり、業務執行に係るリスクを認識するために、部門
ごとにリスク管理委員会をもうける。総体的な経営リスクについては、各部門会議、取締役会、経営会議にて分析対応を検討し管理する。不測の
事態が発生したときは社長を本部長とする対策本部を設置し、情報連絡チーム及び顧問弁護士等を含んだアドバイザリーチームを組織して迅速
に対応し、損害の発生防止及びその極小化に万全を図る。

４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
取締役会は取締役会規程に基づく取締役会を、毎月１回定時に開催するほか、必要に応じて臨時取締役会を開催し、法令、定款、取締役会規程
に定める取締役会付議事項の審議を行う。
取締役の経営意思決定機能と業務執行機能の強化を図るため、執行役員制度を導入し、執行役員は、取締役会において業務の執行状況を報
告、確認し、取締役会の決定事項を効率的かつ効果的に執行する。

５．当社及び当社子会社からなる企業グループにおける業務の適正を確保するための体制
当社企業グループは、キタガワ企業ビジョンを共有し、すべての企業グループに適用するキタガワ企業行動憲章及びキタガワ自主行動基準をも
とに各社で諸規程を定めて業務の運営を行う。
年度毎に当社経営基本方針を周知し、当社意向の徹底と問題の共有を行い、毎月の当社取締役会においても当社企業グループの状況把握と
対策を協議する。当社子会社は定期的に各々の取締役会を開催し、重要案件の審議を行い、結果を当社に報告する。当社子会社は社長もしく
は工場長等をコンプライアンス担当責任者として、コンプライアンス体制を構築し、コンプライアンスに関する取り組みを行う。当社コンプライアンス
委員会は当社子会社のコンプライアンス担当責任者に指導、指示を行う。また当社グループは相談通報体制を設けており、当社子会社の取締
役、従業員にコンプライアンス違反があったとき、行われようとしてることを知ったときには、当社グループの相談通報窓口に通報しなければなら
ないこととする。
併せて、グループ各社は社長もしくは工場長等をリスク管理担当責任者として、リスク管理体制を構築し、リスク管理に関する取り組みを行う。本
社リスク管理委員会は、各社のリスク管理担当者に指導、指示を行う。

６．監査役の職務を補助すべき使用人に関する体制
当社には、監査役の職務を補助すべき使用人はいないが、監査役から要請があった場合は、直ちに監査役の業務補助のために監査役補助者を
任命することとする。監査役補助者は監査役の指揮、命令の下で職務を遂行し、その人事については監査役会との協議により行う。

７．当社監査役への報告体制を確保する体制
当社及び当社子会社の取締役及び従業員（これらの者から報告を受けた者を含む。）は、各社の業務または業績に重要な影響を及ぼす恐れの
ある事実を知ったときには、直ちに当社監査役に報告する。当社企業グループは、通報者に対して不利益な扱いを行わない。また当社監査役は
いつでも必要に応じて当社企業グループの取締役、従業員に対して報告を求めることができる。

８．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保する体制
監査役は、取締役会はもとより経営会議をはじめ全ての重要会議に自由に出席して、意思決定の過程及び業務の進捗状況を把握すると共に、
状況の説明を求めることができる。
監査役が職務執行に対し、費用、債務の請求を行った場合、監査役の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、当該費用、債務の支
払いを行う。

反社会的勢力が当社企業グループの活動に関与し、影響を与えることへの防止をはかるための反社会的勢力排除に向けた基本方針を次のとお
り定め取り組む。
（１）市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的な活動や勢力に対しては毅然とした態度で臨み、一切の関係を遮断し、不当な要求は拒絶
する。
（２）反社会的な活動や勢力の威嚇には警察・弁護士等と連携して立ち向う。
（３）自治体（都道府県）が制定する暴力団排除条例の遵守に努め、暴力団等反社会的勢力の活動を助長し、又は暴力団等反社会的勢力の運営
に資することとなる利益の供与は行わない。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

該当項目に関する補足説明

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

買収防衛策の導入の有無 あり

１．買収防衛に関する事項
当社は、当社の企業価値・株主共同の利益を確保・向上させ、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針（以
下「会社支配に関する基本方針」といいます。）に照らして不適切な者によって、当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止する
取組みとして、「当社株式の大規模買付行為に関する対応策」（買収防衛策）（以下、「本プラン」 といいます。）を導入しております。
本プランでは、当社株式に対し 20％以上の大規模買付行為（市場取引、公開買付等の具体的な買付方法の如何を問いませんが、あらかじめ
当社取締役会が同意したものを除きます。）を行おうとする者（以下「大規模買付者」といいます。）が大規模買付行為実施前に遵守すべき、大規
模買付行為に関する合理的なルール（以下「大規模買付ルール」といいます。）を定めております。
大規模買付ルールは、当社株主の皆様が大規模買付行為に応じるか否かを判断するために必要な情報や、当社取締役会の意見を提供し、更
には当社株主の皆様が当社取締役会の代替案の提示を受ける機会を確保することを目的としております。
当社取締役会は、大規模買付者に対し、大規模買付行為に関する必要かつ十分な情報を当社取締役会に提供することを要請し、当該情報の
提供完了後、大規模買付行為の評価検討のための期間を設定し、当社取締役会としての意見形成や必要に応じ代替案の策定を行い、公表する
こととします。
大規模買付者が、大規模買付ルールを遵守した場合は、当社取締役会は、当該大規模買付行為が、当社の企業価値ひいては株主共同の利
益を著しく毀損することが明白と判断される場合を除き、対抗措置をとりません。ただし、大規模買付者が、大規模買付ルールを遵守しなかった場
合、遵守しても大規模買付行為が当社に回復し難い損害をもたらす等、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損なうと判断される場
合には、当社取締役会は、当社企業価値ひいては株主共同の利益を守ることを目的として、対抗措置をとることがあります。
このように、対抗措置をとる場合には、その判断の合理性及び公正性を担保するために、当社取締役会は、対抗措置を発動するか否かの判断
に際して、独立委員会の勧告を最大限尊重するものとします。また、発動の決議について株主総会の開催を要請する場合には、株主の皆様に本
プランによる対抗措置を発動することの可否を十分にご検討いただくための期間を設定し、当該期間中に当社株主総会を開催することとします。
従いまして、大規模買付行為は、株主検討期間を設けない場合は取締役会評価期間、株主検討期間を設ける場合には取締役会評価期間と株
主検討期間の合わせた期間の経過後、開始されるものとします。
本プランは、平成26年6月24日開催の当社定時株主総会において株主の皆様にご承認を賜り継続しており、その有効期限は平成29年6月まで
に終了する事業年度のうち最終のものに関する当社定時株主総会終結時までとなっております。
本プランの詳細につきましてはインターネット上の当社ウェブサイト（http://www.kiw.co.jp/ir/pdf/2014-04-kabusiki.pdf）に掲載しておりますので
そちらをご参照ください。

特になし。


